様式第１号

平成　　年　　月　　日

　長門市長　　　　様

住所（所在地）

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

総合評価に係る資料の提出について

　平成　　年　　月　　日付けで公告のありました下記工事の総合評価に係る資料について、下記の書類を添えて提出いたします。なお、添付資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

記

１　工事名

２　工事場所

３　提出書類名

【連絡先】担当者　所　　属

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ
様式第２号
総合評価に係る資料提出一覧表（特別簡易型用）
工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	評　　価　　項　　目
	区　　分
	提　　出　　書　　類

	
	企業の技術的能力
	同種工事の施工実績
	実績有り
	実績無し
	（様式第３－１号及び第３－２号）実績が無い場合や入札参加申請書と同一工事の場合は添付不要

	
	
	工事成績評定点
	成績有り
	成績無し
	注３

	
	
	建設事故
	事故有り
	事故無し
	注４

	
	
	ISO9001の取得状況
	取得有り
	取得無し
	注５

	
	
	ISO14001又はｴｺｱｸｼｮﾝ21の取得状況
	取得有り
	取得無し
	注５

	
	
	労働安全衛生マネジメント等の取得
	取得有り
	取得無し
	注５

	
	配置技術者の技術的能力
	主任（監理）技術者の保有する資格
	資格有り
	資格無し
	（様式第４号）注６

	
	
	配置技術者の施工経験
	経験有り
	経験無し
	（様式第４号）

	
	
	継続学習（CPD）制度の取組状況
	取組有り
	取組無し
	（様式第５号）

	
	
	技能士等の活用
	活用有り
	活用無し
	（様式第６号）

	企業の地域精通度・
地域貢献度
	地域精通度（本店等の有無）
	本店等有り
	本店等無し
	注７

	
	地域貢献度（地域活動実績）
	実績有り
	実績無し
	（様式第７号）活動実績を証明するもの


（注）１　工事名、商号又は名称を記入の上、区分の欄については、有無を明示すること。
　　　２　提出書類の欄に記載した書類を提出すること。なお、評価項目として設定されていない項目は、見え消しにより抹消すること。
　　　３　工事成績評定点については、成績の有無の記載のみで、書類提出は不要。（評価項目の対象にするのは平成23年4月1日から）
　　　４　建設事故については、有無を明示するのみで書類提出は不要。
　　　５　認証取得を示す登録証の写しを添付すること。
　　　６　主任（監理）技術者として配置する技術者の保有資格証明書等の写しを添付すること。また監理技術者にあっては、監理技術者資格者証の写しを添付のこと。（平成16年3月1日以降に交付された監理技術者証を有する場合は監理技術者講習終了証の写しを併せて添付すること。）
　　　７　本店等の有無を明示するのみで、書類提出は不要。

様式第３－１号
同種工事の施工実績
工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　
	工事名
	

	発注者名
	

	施工場所
	

	契約金額
	

	工　　期
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	受注形態
	単　体　　・　　共同企業体（出資比率　　％）

	工事概要
工種・数量
規模・寸法
構造形式等
	

	備　　考
	


注　１　施工場所は、都道府県名及び市町村名を記載すること。
　　２　受注形態は、該当しないものを抹消すること。
　　３　同種工事の施工実績について、的確に判断できる具体的項目を記載し、工事発注証明書又は契約書の写し若しくは工事カルテを添付すること。なお、契約書を添付する場合には、工事内容について数値等を確認できるもの（仕様書、図面、パンフレット等）を添付すること。
　　４　当該評価項目について実績を有しない場合は、本書の提出を要しない。
　　５　共同企業体により施工した工事については、出資比率20％以上の場合のみ施工実績として認めるので協定書の写しを添付すること。

様式第３－２号
工事発注証明書
平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
施工者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　次の工事について、発注したことを証明願います。
	工事名
	

	施工場所
	

	契約金額
	

	工　　期
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	受注形態
	単　体　　・　　共同企業体（出資比率　　％）

	工事概要
工種・数量
規模・寸法
構造形式等
	


注　１　施工場所は、都道府県名及び市町村名を記載すること。
　　２　受注形態は、該当しないものを抹消すること。
　　３　同種工事の施工実績について、的確に判断できる具体的項目を記載すること。
　上記のとおり相違ないことを証明します。
　　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　発注者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
別記様式第４号
主任技術者
の資格・工事経験
監理技術者
工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　
	配置技術者の氏名
	（EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 20(ふり),氏)　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 20(がな),名)）

	技術者資格名
	

	資格者証交付年月日
	

	資格者証交付番号
	

	監理技術者講習
	講習終了年月日　　　　　　年　　　月　　　日


	工
事
経
験
	工事名
	

	
	発注者名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	工　　期
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	従事役職
	監理技術者　　・　　主任技術者

	
	従事期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	工事概要
工種・数量
規模・寸法
構造形式等
	


注　１　同種工事の施工実績について、明確に判断できる具体的項目を記載し、契約書の写し及び内容が確認できる資料を添付するか若しくは工事カルテを添付すること。
　　２　監理技術者にあっては、監理技術者資格証の写しを添付すること。（平成16年3　月1日以降に交付された監理技術者証を有する場合は監理技術者講習修了証の写しを併せて添付すること。）
　　３　従事役職は、該当しないものを抹消すること。
様式第５号
継続学習（ＣＰＤ）制度の取組状況
工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　
	配置技術者名
	

	配置技術者の継続学習（ＣＰＤ）制度の取組状況（各団体推奨単位以上取得）
	継続教育の証明あり
継続教育の証明なし

	
	学習履歴を証明する証明書発行団体名を記載する


注　１　配置技術者を複数提出する場合はすべての技術者について提出すること。
　　２　当該工事の履行に係る国家資格の継続学習教育に限って評価する。
　　３　各認証団体が発行する学習履歴を証明する証明書の写しを添付すること。
　　４　評価は推奨単位以上（例、全国土木施工管理技士会連合会の場合１年間で20ユニット）を取得している場合に評価する。
様式第６号
技能士等の活用
工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　
	工種名
	従事技能士の氏名
	所属会社名
	資格
	従事する業務の内容及び時期

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　１　評価対象とする工種に従事する技能士について内容を記述すること。従事する技能士は、下請け等の職員でも良いが、技能士以外を指定した場合は下請けを認めない。また、実際の施工時に変更することは認めるが、技術提案時と同等以上の資格取得者とする。
　　２　指定したすべての工種を、資格を有するものによる施工（技能士の場合は１級又は２級の技能士資格を取得している者）とする場合に評価する。
　　３　従事する技能士の取得資格を証明する書類の写しを添付すること。
　　４　舗装工事の場合は、舗装施工管理技術者について記述すること。
　　５　技能士や舗装施工管理技術者以外に指定されている場合は、該当するものについて記述すること。
様式第７号
地域活動実績
工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　
	地域活動の種類
	

	活動期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	活動の場所
	

	活動の内容
（具体的に記述すること）
	


注　１　１年前の日の属する年度の４月１日から公告日の間の、長門市内における道路清掃、河川清掃、公共施設への植栽等の企業としてのボランティア活動について記述すること。個人として参加した活動は対象としない。
　　２　公的機関等との協定書や、公的機関等からの感謝状等、当該地域活動の内容を客観的に証明できるものを添付すること。
　　３　当該評価項目について実績を有しない場合は、本書の提出を要しない。
